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タブレットを使った鹿本小学校の授業風景

　ICT教育が進められ、市内の全小・中学校

にタブレットが導入されました。

　タブレットは、授業や校外学習などのほか

休校中のオンライン授業に活用されています。

教育情報化推進事業















2 2022.6

305億円
歳入

305億円
歳出

305億円
歳入

305億円
歳出

源
財

主自

依
存
財
源

費
経
的務

義

27.3％

72.7％

投資的経費

他
の
そ

40.4％

10.4％

49.2％

市税
16.1％

その他の
自主財源

地方交付税

人件費

11.2％

34.4％

15％

扶助費
20.8％

公債費
13.4％

普通建設事業費

8.3％
災害復旧事業費

2.1％

物件費
17.3％

維持補修費
1.3％

補助費等
9.4％

繰出金
11％

積立金
1.3％

予備費 0.1％

国庫
支出金
14.5％

県支出金
8.8％

市債
9.8％

その他の依存財源

5.2％

市民税、固定資産税など
市民の皆さんから納めら
れる税金

地方自治体間の格差を
なくすため、
国から交付される

基金等から繰り入れる
お金や、使用料・手数
料など

国からの補助金・
委託金など

県からの補助金・
委託金など

国や銀行から借りるお金

地方譲与税、利子割交付金など

児童福祉費、
老人福祉費、
生活保護費などの
福祉に関わる経費

市が借りたお金を
返済する経費

市が管理する施設の
光熱水費、
備品購入などの経費

市から公営企業や、
民間に対して行政上の
目的で交付する経費

一般会計から特別会計や
基金に支出する経費

305億円を可決！305億円を可決！人口減少対策を
　　重点事項に！
人口減少対策を
　　重点事項に！
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移住定住支援事業

2572万円

2784万円

450万円

6766万円 675万円

1736万円

360万円

2572万円
定住先として選ば
れるよう、魅力あ
る情報発信と認知
度の向上を図る。

予備保育士確保促進事業

2784万円
年度途中での入園
希望に対応できる
よう、予備的に保
育士を雇用する。

企業誘致対策事業（工業用地関連）

450万円
経済成長と人口減
少対策のため、積
極的に企業誘致を
推進する。

消防団運営費（消防団処遇改善）

6766万円
消防団員の処遇を
改善し、地域防災
力の強化を図る。

博物館管理費（基本構想策定等）

675万円
山鹿市立博物館の
具体的な方向性を
明らかにする。

スーパー中山間地域創生事業

1736万円
農産物のブランド
化により農業者及
び関係者の所得向
上に繋げる。

母子保健（産後ケア）事業

360万円
出産後、宿泊型・
日帰り型・訪問型
でサポートし、育
児不安を解消する。

令和4年度 一般会計予算令和4年度 一般会計予算
議会が

した事業
注目注目
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　農
林
業
関
連
の
災
害
復
旧
工
事
の
進
捗
状

況
は　　令

和
2
年
度
災
害
に
つ
い
て
は
、
7
割
が

発
注
済
み
。
令
和
3
度
中
に
5
割
の
工
事
は

終
了
す
る
。

　令
和
3
年
度
災
害
は
未
着
工
で
あ
る
。

　令
和
4
年
度
か
ら
日
本
管
財
へ
の
業
務
委

託
が
開
始
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
そ
れ
ぞ
れ

の
区
長
等
へ
の
周
知
は
済
ん
で
い
る
か

　　回
覧
や
広
報
や
ま
が
等
で
周
知
し
て
い
る

が
、
関
係
区
長
等
に
は
、
直
接
的
な
周
知
は

し
て
い
な
い
。
今
後
周
知
予
定
で
あ
る
。

　　e
ス
ポ
ー
ツ
に
つ
い
て
の
取
り
組
み
、
及

び
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
中
島
氏
に
よ
る
効
果
は

　様
々
な
垣
根
を
越
え
た
形
で
各
種
団
体
に

お
い
て
取
り
組
み
等
を
計
画
さ
れ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
商
工
会
議
所
青
年
部
主
催
の
行

事
や
鹿
本
町
で
の
招
魂
祭
代
替
イ
ベ
ン
ト
で

企
画
さ
れ
て
い
る
。

　ま
た
、
中
島
氏
の
助
言
に
よ
り
、
鹿
本
小

学
校
を
モ
デ
ル
校
と
し
て
、
任
天
堂
ス
イ
ッ

チ
を
活
用
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
学
習
を
実

施
す
る
計
画
で
あ
る
。

　フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
事
業
8
0
0
万
円
と
は

何
か　栗

や
ぶ
ど
う
、
ワ
イ
ン
の
事
業
が
中
心
と

な
る
が
、
今
後
将
来
的
に
活
性
化
を
図
っ
て

い
く
に
は
ど
う
し
て
い
く
か
を
検
討
し
て
い

く
。
そ
の
た
め
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
し
て

い
く
。

　老
朽
化
し
た
水
道
管
の
更
新
状
況
は

　新
し
い
工
事
に
お
い
て
は
す
べ
て
耐
震
管

を
使
用
し
て
い
る
。
耐
震
管
率
は
27
％
。

　本
市
挙
げ
て
企
業
誘
致
を
進
め
て
い
る
が
、

誘
致
が
成
功
し
た
場
合
に
工
業
廃
水
の
問
題

が
出
て
く
る
と
思
わ
れ
る
。
下
水
道
課
と
企

業
誘
致
推
進
室
と
の
連
携
は
取
れ
て
い
る
か

　企
業
誘
致
に
つ
い
て
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
が
組
織
さ
れ
て
お
り
、
連
携
は
と
れ

て
い
る
。

◆
付
託
案
件

　議
案
13
件
…
承
認
・
可
決

　
　

◆
主
な
審
査
内
容

　民
間
委
託
す
る
業
務
は

　　こ
れ
ま
で
の
移
住
定
住
の
相
談
業
務
に
加

え
、
新
た
に
空
き
家
バ
ン
ク
の
運
営
も
包
括

的
に
民
間
委
託
す
る
こ
と
で
、
よ
り
機
動
力

を
高
め
た
い
。

　　　路
線
バ
ス
へ
の
運
行
補
助
の
路
線
数
及
び

乗
客
数
は

　令
和
2
年
度
よ
り
2
系
統
少
な
い
15
系
統

で
運
行
補
助
し
、
平
均
乗
車
密
度
は
熊
本
行

約
7
名
、
郊
外
行
約
2
名
と
な
っ
て
い
る
。

　　支
援
対
象
は

　身
体
障
が
い
者
1
級
2
級
、
養
育
手
帳
の

A
1
A
2
、
精
神
障
害
福
祉
手
帳
1
級
の
方

で
、
在
宅
に
あ
っ
て
家
族
に
よ
る
移
送
、
公

共
交
通
の
利
用
が
困
難
な
方
を
対
象
に
、
タ

ク
シ
ー
券
を
年
間
4
0
0
円
×
48
枚

（
1
9
2
0
0
円
分
）配
布
し
て
い
る
。

　集
団
接
種
の
接
種
状
況
は

　集
団
接
種
会
場
で
は
、
1
日
当
た
り
定
員

5
4
0
人
に
対
し
、
4
0
0
人
前
後
が
接
種

し
て
い
る
状
況
。

　　空
い
た
枠
に
、
未
接
種
の
方
を
入
れ
る
こ

と
は
で
き
な
い
の
か

　　ワ
ク
チ
ン
接
種
量
が
1
回
目
と
3
回
目
で

は
異
な
る
た
め
、
対
応
が
で
き
な
い
。

　　支
援
対
象
及
び
内
容
は

　山
鹿
市
民
の
方
で
産
後
1
年
間
が
対
象
。

山
鹿
市
民
医
療
セ
ン
タ
ー
と
市
内
助
産
施
設

を
利
用
可
能
な
病
院
と
し
て
予
定
し
て
い
る
。

　人
数
と
助
成
額
は

　特
定
不
妊
治
療
30
件
、
一
般
不
妊
治
療
10

件
、
そ
れ
ぞ
れ
1
件
あ
た
り
5
万
円
助
成
す

る
。　保

健
事
業
と
介
護
予
防
の
一
体
的
実
施
事

業
と
は

　健
康
増
進
課
、
長
寿
支
援
課
、
国
保
年
金

課
が
3
課
一
体
と
な
っ
て
後
期
高
齢
者
の
健

康
を
支
援
す
る
も
の
。

山
鹿
市
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
に
つ
い
て

ふ
る
さ
と
未
来
創
造
事
業
に
つ
い
て

公
営
住
宅
維
持
管
理
費
に
つ
い
て

ス
ー
パ
ー
中
山
間
地
創
生
事
業
に
つ
い
て

水
道
管
の
老
朽
化
対
策
に
つ
い
て

企
業
誘
致
に
伴
う
工
業
廃
水
に
つ
い
て

3/9
開催 市

民
福
祉
常
任
委
員
会

◎
小
川
　榮
二
　○
立
山
大
二
朗

　北
原
　昭
三
　
　隈
部
　賢
治

　永
田
　壮
拡
　
　関
口
　和
良
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質問

山鹿市の移住定住について

①将来を見据えた農業支援について
　⑴山鹿市が考える農業支援策
　⑵山鹿市が考える農業の将来像
②空き家対策について

質問

市長説明要旨について

アフターコロナ対策に関する今後の方針は

答弁 ①　⑴経済部長　⑵市長
②総務部長

質問

ふるさと納税について

令和３年の寄附金額及び返礼品のランキング
とこれからの体制について

答弁 総務部長

答弁 市長
　市民の生命と健康を守るため、引き続き感染防止対
策に万全を期し、「アフターコロナ対策」についても
各部に対し、市民や事業者の現状・ニーズを踏まえた
上で必要な対策を検討するよう指示している。
　また、今後の感染状況に応じ、市民や事業者が必要
とする取り組みを部局横断的に支援する必要があるた
め、新たに設置する「総合戦略課」を中心に全庁挙げ
た総力戦で臨んでいく。

　令和3年は1億188万円となっている。返礼品が多か
った順に「スイカ・ミカンなどの果物、馬刺しやあか
牛ステーキなどの肉類、燻製チーズなどの加工食品、
米、赤たまご」となっており、果物と肉類で全体の6
割弱を占めている。現在は、3つのポータルサイトと2
つの中間事業者で業務を運営し、令和4年5月から6月
を目途に新しい複数のポータルサイトを開設し、寄附
額の増加を目指す。

①⑴新規就農者に対しては、国の農業次世代人材投資
事業等を活用している。また、認定農業者や農業法人
の経営基盤強化を図り、転作については、地域特性に
合った作物の導入の検討をしている。
⑵多様で高品質の農産物のブランド化や販路拡大に取
り組み、6次産業化に取り組む団体や事業者等があれ
ば積極的な誘致に取り組んでいく。
②空き家に関する調査後5年が経過しているため、新
たな調査が必要であると考える。また、「特定空き家
またはこれと同等の状態にある空き家」として所有者
等に対し、除去費用の支援を行っている。
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はら　　よしろう

（れいわ創造）

ランドセル贈呈式
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質問

中高年のひきこもり支援について

中高年層のひきこもり者増加が社会問題とな
っているが、その実態は

答弁 福祉部長

　2019年の山鹿市の調査で、総数45人、そのうち中
高年層が25人、ひきこもり期間の長期化も確認された。
毎年、数件相談がある中、令和3年度の相談件数が極
端に増加しており、コロナ禍が原因でひきこもり状態
が表面化したと思われる。

質問

ICT教育について

教職員がICT活用技術の向上に励む一方で、
指導力格差が問われているが、格差解消のた
めの取り組みは

答弁 首席教育審議員

　ICT支援員等により、教職員のスキルアップやICT
活用実践例を学ぶ取り組みを進めている。また、学校
の情報化推進状況が客観的に評価できる「学校情報化

質問 住民にとって身近な市の役割が重要と考える
が、今後のひきこもり支援策は

答弁 福祉部長

　SNS等を活用した相談方法の検討や、アウトリーチ
支援の更なる強化、本人やご家族が孤立しないよう、
地域の見守りや居場所の確保など支援の輪を広げてい
きたい。

質問

小中学校の校則について

不合理な校則の認識は

答弁 首席教育審議員

　これまでも校則の点検と必要に応じた改定をお願い
してきたが、中には子ども達や保護者の判断に任せて
よいものや、時代にそぐわないものがあると認識して
いる。

質問 なかなか進まない校則見直しを今後どう推進
していくのか

答弁 首席教育審議員

　学校を超えた枠組みで情報共有を行い、一定の方向
性を示し、校則に対する主体的な態度を育むための児
童生徒参加型の校則見直しの仕組みづくりを提案した
い。

質問

SDGｓの取り組みについて

①山鹿市として、今後の取組みは
②教育現場の取り組みは

答弁 ①総務部長　②首席教育審議員
①SDGsの視点を持った戦略立案が重要であるとの考
えから、第2次総合計画後期基本計画では、ポストコ
ロナの時代に即した健康で豊かな地域社会を持続する
ための基本として取り入れ、市民が安心して生活でき
るまちづくりを進めていく。
②令和4年度から3年間の本市における教育振興のため
の施策に関する基本的な計画を定めた「第4次山鹿市
教育振興基本計画」及び本市におけるスポーツ推進の
基本的な方向性を示した「山鹿市スポーツ推進計画」
にもSDGsを明記し、その理念を踏まえ、各種施策に
取り組むよう位置づけている。
 17の目標の1つである目標4の「質の高い教育をみん
なに」に加えて目標1の「貧困をなくそう」及び目標
10の「人や国の不平等をなくそう」の実現をめざし、
「誰一人取り残さない」を教育現場のキーワードとし
て取り組みを行っている。

質問

空家（廃屋）対策について

山鹿市の空家、特定空家の状況と対策は

答弁 総務部長
　市内に1012軒の空家を確認しており、そのうち102
軒が現状のままでは使用できない空家であるとの調査
結果となっている。
　特定空家に対する対策については、情報提供を受け
た場合は、現地確認を行い、所有者等を特定した後、
文書による助言、指導及び「山鹿市特定空家等除去促
進事業」の活用を促進しながら、特定空家の自主的な
解体へ向け取り組んでいる。

質問

高齢者の運転免許証自主返納支援について

高齢者が安心して運転免許証の返納ができる
支援策は

答弁 総務部長

　山鹿市独自の優遇制度はないが、交通事故防止の観
点からだけではなく、免許返納者、買い物弱者、交通
弱者と言われる方々の移動手段の確保等、総合的な生
活支援策として捉え、関係部署と協議を加速させる。

豊田新二郎　議員
とよだ しんじろう

診断システム」や「学校情報化認定制度」を活用し、
市内学校が優良校及び優良地域の認定を目指しながら、
格差解消につなげている。

永田 壮拡　議員
ながた　たけひろ

（清風やまが）

（清風やまが）
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　各種障害福祉サービス、成年後見人制度の活用等で
対応している。障がい者本人、親族、民生委員やご近
所の方などから、連絡や相談を受けると、本人の意向
も確認しながら、必要な場合は成年後見人制度を活用
するなど、一人一人の事情に応じた生活の支援計画を
立てている。
　加えて新たな取り組みとして今年度から「基幹相談
支援センター」を設置し、障害に関する相談対応を強
化している。
　相談は、早ければ早いほど多くの情報を得ることが
でき、その後の迅速な支援につながっていくことから
早目に相談いただきたい。

親亡き後の支援体制は

　近隣の市町村では、2学期制を導入し、教育活動が
展開されている地域もある。
　本市においては、現在のところ2学期制の導入及び
検討は実施していないが、教職員の働き方改革を進め
る上で、事務処理業務の見直しなど2学期制の一部導
入を小中学校において実施し、教職員の負担軽減に努
めている。具体的には、通知表作成を年3回から2回
に変更している。
　また、児童生徒の学力低下につながらないよう、比
較的範囲の狭い単元テストや確認テスト等の配慮をし
た上で、年間を通しての定期テストの回数を減らし、
成績処理の負担軽減を行っている。
　今後は、一番大切な児童生徒の成長によい影響を与
えることができるよう、他の自治体の意見も伺いなが
ら、まずは2学期制のメリットやデメリットの把握に
努めていく。

2学期制の導入の考えは

①迅速化を図り、日時･場所の指定、集団接種会場を1
カ所としたが、変更は可能。駐車場からの案内や高齢
者等に配慮した会場運営を心がける。65歳以上のタ
クシー利用者には1000円の助成を行う。
②12歳以上と異なり接種の努力義務は適用しないた
め、対象世帯に説明資料を送り、保護者と本人が相談
の上、希望する人に対して接種券を送付する。相談窓
口は市設置のコールセンター、健康増進課で対応し、
必要に応じて国県の相談窓口も案内する。

①ワクチン接種迅速化と高齢者の接種会場の
配慮、交通手段の援助を
②5歳から11歳までのワクチン接種への不安
に応える相談窓口を

①タブレット活用でのオンライン授業や個々に応じた
課題の提示、家庭で学習ができる支援体制を整え、自
宅待機後には、補充的な学習を進めている。また、安
心･安全メールの活用、相談窓口の一本化、担任や学
年部で各家庭との連絡を密にとるなど、情報共有、不
安解消に努めている。
②給食1食当たりの牛乳代の割合は、20％前後を占め、
無料化試算では3800万円程度の財源が必要となる。
他の支援も行っており、無償化は考えていない。

①学びの保障や子どもたち、保護者の不安へ
の相談窓口の確保を
②学校給食の無料化で牛乳代相当の支援は

マイナンバーカードを健康保険証として利用
する際の手続きは。あわせて、地域社会のデ
ジタル化と関係法律の改正による個人情報保
護施策への影響は

　健康保険証として利用するには、デジタル庁提供の
オンライン窓口での事前申し込みが必要。
　地域社会のデジタル化については、推進計画に基づ
き行政手続のオンライン化等を推進していく。また、
デジタル改革関連法の施行後にあっても、行政におけ
る個人情報の適正な取り扱いは確保される。

芋生 よしや　議員
いもう

勢田 昭一　議員
せいだ　しょういち

質問

質問

答弁

答弁

福祉部長

首席教育審議員

障がい児・障がい者教育と福祉の連携について

学校の2学期制と授業確保について

質問

答弁 福祉部長

質問

答弁 ①首席教育審議員　②教育部長

質問

答弁 総務部長

新型コロナ禍の支援について

マイナンバー制度と地域社会のデジタル化について

（日本共産党）
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質問

質問

答弁 総務部長

農家支援について

起立性調節障がい（OD）について
あいのりタクシーについて

①中山間農地における鹿北・菊鹿の荒廃農地対
策は
②中山間地域農業の今後について
③農業機械免許等取得補助事業について

デジタル田園都市国家構想に関する取り組み
の推進について

デジタル田園都市国家構想の内容をどう見て
いるか

　この構想は、デジタル技術を活用することにより、
都市と地方の格差解消、市民生活の質及び利便性の向
上に寄与するものと期待を寄せており、積極的に取り
組む必要があると考えている。

質問

答弁 首席教育審議員

起立性調節障がいの山鹿市の現状と体制及び
対応は。また、対象の生徒は何名か

　本年度、本市において、「起立性調節障がい」の診
断名を把握している生徒は10名、いずれも中学生だが、
各学校が窓口となり保護者からの相談を受けたり、本
人の症状から学校が保護者へ報告したりして情報の共
有に努めている。

質問 起立性調節障がい者の対象者が不登校につな
がっていないか、そのことにより、欠席日数
が多くなれば高校進学に影響はないのか

質問 運行区域（バス停から500m以遠）の拡大及
び運行日数（2日から6日）への拡充は

答弁 市民部長

答弁 首席教育審議員

質問 高齢者（80歳以上の方）への移動支援は

答弁 市民部長

　既存サービスの拡充から新たな移動支援策まで幅広
い視点を持って、実施に向けた準備を進める。

質問 完全米飯への検討は

答弁 経済部長
①昨年12月末の荒廃農地総面積701,750㎡のうち、
再生困難な農地が189,062㎡における鹿北地域で
79,479㎡、菊鹿地域で13,877㎡あり、「耕作放棄地
解消対策事業」「中山間地域等直接支払事業」等によ
り耕作放棄地の再生に取り組んでいく。
②地域特性を生かした商品開発、栗枝剪定補助等の支
援、山鹿和栗の更なるブランド化への調査や商品開発。
タケノコは、青果と水煮に新たな加工品を開発し、付
加価値を高めることでブランド化と消費拡大を図る。
　担い手がいない地域では、集落で支え合い維持して
いく地域営農組織の設立も考え、集落に農地集積推進
員を派遣し、法人化に向けた合意形成を行い共同利用
機械等の導入に取り組んで行く。
③道路運送車両法の改正により農耕用車両等は、大特
免許取得が義務化され、自動車学校での取得に補助率
1/3上限3万円、およびドローン技能取得に補助率1/3
上限6万円で、事前承認を前提とした補助事業を創設。
　申請件数、大特免許等14件補助額42万円ドローン3
件補助額18万円。

学校給食完全米飯の取り組みについて

答弁 教育部長
　現在、米飯週3回、パン週2回、麺類は月2回程度を
栄養教諭等が献立作成し、年間消費量は、俵換算で約
638俵の消費となる。また、山鹿産ヒノヒカリを指定
し、地産地消に努めている。
　完全米飯なら約1,063俵の消費見込みだが、炊飯業
務の労力や、食材費の見直しの必要性等を含め、今後
十分調査研究し、地元
農産物の供給を主に食
育の推進を図る。

　自宅療養や通院、入院のための欠席はあるが、「病
気欠席」として扱い「不登校生」としての扱いはして
いない。

学校給食（鹿北小学校）

北原 昭三　議員
きたはら　しょうぞう

（公明党）

古川 和博　議員
ふるかわ　かずひろ

　高校進学への影響については、高等学校長は、提出
された自己申告書をもって、出願者が不利益を受ける
ことがないよう留意することが義務づけられている。

※上記のほか、「脱炭素社会の実現への取り組み」に
　ついて質問

　来年度にかけては、運行区域や日数などのサービス
面を含め、地域や利用者の実情にあった公共交通網の
構築に向けて協議を進める。

※上記のほか、「資源ご
　みの処理」について質
　問

（清風やまが）
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　高齢者の現状は、令和3年12月末現在、高齢者人口
は19,032人で高齢化率が38％。要介護認定者は、
3,689人で高齢者数の19.4％。令和2年国勢調査で、
高齢者単独世帯は3,023世帯、高齢者の夫婦世帯は
3,035世帯で全世帯の31.7%。平成27年の調査から3
ポイント増加している。

高齢者の現状について

　包括支援センターの業務は「包括支援事業」「介護
予防・日常生活総合支援事業」「任意事業」がある。
元気な高齢者へ70･75歳介護予防教室、スマホ教室、
サポーター養成講座、地域のグループや各種団体への
活動支援を行っている。
　高齢者等生活支援体制整備推進会議は、高齢者の市
全体の課題について協議を行っており、9団体の代表
者で構成している。

包括支援センターの業務・元気な高齢者への
取り組みとあわせて高齢者等生活支援体制整
備推進会議について

行政の縦割りを排した高齢者対策について

　高齢者対策は人口減少対策の重要な柱の一つであり、
老人クラブ連合会や地域婦人会連絡協議会、民生委
員・児童委員協議会、区長協議会など地域を支える各
種団体の連携を含め、高齢者が心豊かに暮らし、生き
生きと活躍できる社会の実現に向けた対策を部局横断
的に推進していく必要があるため、次年度においては、
事務レベルで政策調整を行い、部局間の連携を強化し、
行政の縦割りを排した効率的･効果的な施策の推進を
図る。

協約の目的、効果は

　「熊本連携中枢都市圏」は熊本市を含む全18市町
村と山鹿市で構成、コンパクト化とネットワーク化
により、人口減少・少子高齢社会においても一定の
圏域人口を有し、活力ある社会経済を維持するため
の拠点を形成する。
　「圏域全体の経済成長のけん引｣、「図書館の相互
利用」や「健康ポイント事業」など、連携により市
民の利便性の向上、経済及び観光の振興、圏域内で
の公共サービスの維持向上などの効果が期待できる。

①過疎対策事業債の発行総額と活用事例は
②令和4年度の活用と財政規律・健全化の観点
は

①発行総額　181億6,790万円（H17～R3）
・土木債（道路整備など）　　　　　64億2,670万円
・教育債（教育・文化・体育施設など） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　21億2,960万円
・農林水産業債（ワイナリー関連など）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　11億420万円
・商工債（さくら湯再生など）　　　10億5,990万円
・消防債（消防施設など）　　　　　　7億8,930万円

②過疎地域の増加に伴い発行可能額が減少する可能性
があり、合併特例債をはじめとする他の地方債への振
替え等による財政負担の増加を危惧。将来世代に過度
の負担を先送りすることがないよう、財政運営の健全
化を意識し、計画的な発行に努める。
・発行予定額：19億1,020万円
　歴史的地区環境整備街路事業、常備消防施設整備事
業（緊急指令システム中間更新)、カルチャースポー
ツセンター長寿命化事業、子ども医療費助成事業、が
ん対策推進事業など

立山 大二朗　議員
たてやま　だいじろう

永田 紘二　議員
ながた　こうじ

質問

質問
答弁

答弁

福祉部長

市長

高齢者対策について

質問

答弁 福祉部長

質疑

質問

答弁

答弁 総務部長

総務部長
議案第28号 熊本市及び山鹿市における連携中
枢都市圏の形成に係る連携協約の締結について

過疎対策事業債の実績・活用・方向性について

（清風やまが）
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議案第１号
議案第２号
議案第３号
議案第４号
議案第５号
議案第６号
議案第７号
議案第８号
議案第９号
議案第10号
議案第11号
議案第12号
議案第13号
議案第14号
議案第15号
議案第16号
議案第17号
議案第18号
議案第19号
議案第20号
議案第21号
議案第22号
議案第23号
議案第24号
議案第25号
議案第26号
議案第27号
議案第28号
議案第29号
議案第30号
議案第31号
議案第32号
議案第33号
議案第34号
議案第35号
議案第36号
議案第37号
議案第38号
議案第39号
議案第40号

承　認
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
可　決
同　意
同　意
同　意
同　意
同　意
同　意
同　意
同　意

議案等番号 案　　　　　　　　　　　　件 結　果

令和４年（第１回）３月定例会における審議結果表

専決処分の承認を求めることについて（ 令和３年度山鹿市一般会計補正予算（第１０号））
令和３年度山鹿市一般会計補正予算（第１１号）
令和３年度山鹿市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）
令和３年度山鹿市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）
令和３年度山鹿市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）
山鹿市固定資産評価審査委員会条例及び山鹿市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例
山鹿市個人情報保護条例の一部を改正する条例 
山鹿市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例
山鹿市国民健康保険税条例の一部を改正する条例
山鹿市高齢者福祉施設条例の一部を改正する条例
山鹿市国民健康保険条例の一部を改正する条例 
山鹿市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例
山鹿市立学校条例の一部を改正する条例
山鹿市特別職の職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例
令和４年度山鹿市一般会計予算
令和４年度山鹿市国民健康保険事業特別会計予算
令和４年度山鹿市後期高齢者医療特別会計予算 
令和４年度山鹿市農業集落排水事業特別会計予算
令和４年度山鹿市介護保険事業特別会計予算
令和４年度六郷財産区特別会計予算
令和４年度城北財産区特別会計予算
令和４年度稲田財産区特別会計予算
令和４年度山鹿市水道事業会計予算
令和４年度山鹿市病院事業会計予算
令和４年度山鹿市下水道事業会計予算
財産の譲渡について
財産の貸付けについて
熊本市及び山鹿市における連携中枢都市圏の形成に係る連携協約の締結について
熊本県市町村総合事務組合の共同処理する事務の変更及び規約の一部変更について
熊本市及び山鹿市の公の施設の相互利用について
市道路線の廃止及び認定について
市道路線の廃止及び認定について
教育委員会委員の任命について
城北財産区管理委員の選任について
城北財産区管理委員の選任について
城北財産区管理委員の選任について
城北財産区管理委員の選任について
城北財産区管理委員の選任について
城北財産区管理委員の選任について
城北財産区管理委員の選任について
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議案等番号 案　　　　　　　　　　　　件 結　果
議案第41号 令和３年度山鹿市一般会計補正予算（第12号）

山鹿市議会会議規則の一部を改正する規則

山鹿市議会委員会条例の一部を改正する条例

ロシア連邦のウクライナ共和国侵略に抗議する決議

可　決

可　決

可　決

可　決

議員提出
議案第１号
議員提出
議案第２号
議員提出
議案第３号

反 対 討 論
議
案
第
2
号

　マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の

促
進
の
た
め
に
多
額
の
税
金

を
つ
ぎ
込
む
こ
と
、
ポ
イ
ン

ト
付
与
は
公
平
公
正
で
な
く
、

簡
単
に
利
用
も
で
き
な
い
た

め
反
対
。

　
議
案
第
7
号

　国
の
法
律
改
正
に
基
づ
く

市
条
例
の
改
正
で
あ
る
が
、

情
報
通
信
白
書
で
は
、
個
人

情
報
を
国
に
提
供
す
る
こ
と

に
、
8
割
が
不
安
を
感
じ
て

い
る
。
安
全
安
心
を
重
視
す

る
こ
と
を
国
民
は
求
め
て
い

る
。
市
は
住
民
を
守
る
立
場

で
対
応
を
す
べ
き
。

　
議
案
第
15
号

　自
衛
官
募
集
事
務
で
、
市

は
要
請
に
応
じ
て
対
象
者
の

名
簿
を
紙
で
提
出
し
て
い
る

が
、
提
出
要
請
に
応
じ
る
義

務
は
な
く
不
適
切
で
あ
る
と

考
え
る
。

　使
用
の
賛
否
が
大
き
く
分

か
れ
て
い
る
フ
ッ
化
洗
口
は

集
団
で
実
施
す
べ
き
で
な
い

と
考
え
る
の
で
反
対
。

　
議
案
第
16
号

　就
学
前
ま
で
の
子
ど
も
の

均
等
割
が
半
額
に
な
る
こ
と

に
は
賛
成
だ
が
、
収
入
も
な

い
子
ど
も
に
均
等
割
を
課
す

こ
と
自
体
が
、
税
の
不
平
等

で
あ
る
。
一
般
会
計
か
ら
法

定
外
繰
り
入
れ
を
行
い
、
国

保
税
の
引
き
下
げ
と
、
全
て

の
子
ど
も
の
均
等
割
軽
減
を

行
う
べ
き
。

芋生よしや議員

議
案
第
17
号

　10
月
か
ら
被
保
険
者
の
窓
口

負
担
割
合
が
2
割
へ
と
変
わ
る

こ
と
に
反
対
で
あ
る
。
高
齢
に

な
る
と
病
気
や
怪
我
の
頻
度
が

高
ま
り
、
医
療
費
の
2
倍
化
は

大
き
な
負
担
と
な
る
。
医
療
を

年
齢
で
差
別
す
る
医
療
制
度
そ

の
も
の
を
見
直
す
べ
き
。

議
案
第
19
号

　保
険
料
が
2
0
0
9
年
か
ら

1
・
4
倍
に
ふ
え
て
い
る
。
年

金
が
減
り
、
厳
し
い
生
活
実
態

で
あ
る
の
に
、
お
構
い
な
し
に

保
険
料
が
天
引
き
さ
れ
る
。
大

企
業
・
富
裕
層
へ
の
応
分
課
税

で
、
社
会
保
障
の
財
源
を
拡
充

し
、
保
険
料
を
引
き
下
げ
る
べ

き
。

議
案
第
18
・
23
･
24
･
25
号

　条
例
改
正
に
伴
う
市
職
員
の

期
末
手
当
引
き
下
げ
に
反
対
で

あ
る
。
コ
ロ
ナ
禍
、
豪
雨
災
害

な
ど
こ
れ
ま
で
に
な
い
業
務
を

担
っ
て
い
る
職
員
の
労
働
に
正

当
な
評
価
を
す
べ
き
。
人
事
院

勧
告
に
は
拘
束
力
は
な
く
減
給

は
行
う
べ
き
で
は
な
い
。

議
案
第
28
号

　連
携
中
枢
都
市
圏
の
形
成
は
、

こ
れ
ま
で
自
治
体
の
合
併
や
、

学
校
統
廃
合
が
示
す
よ
う
に
中

心
地
の
に
ぎ
わ
い
に
反
比
例
し

周
辺
の
疲
弊
と
人
口
減
を
加
速

さ
せ
る
。
住
民
が
主
人
公
の
真

の
活
性
化
を
図
る
べ
き
。

賛　　否　　表 ○は賛成　●は反対　欠は欠席

賛否が分かれたもののみ掲載しています。（議長は採決には加わりません）

議　　員

議席番号

議案第 2 号
議案第 7 号
議案第15号
議案第16号
議案第17号
議案第18号
議案第19号
議案第23号
議案第24号
議案第25号
議案第28号

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

永
田
　紘
二

北
原
　昭
三

冨
丸
洋
一
郎

有
働
　辰
喜

勢
田
　昭
一

芋
生
よ
し
や

小
川
　榮
二

立
山
大
二
朗

松
見
　真
一

金
光
　一
誠

古
川
　和
博

山
下
　誠
治

豊
田
新
二
郎
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山
鹿
市
議
会
事
務
局

〒
861-0592　

熊
本
県
山
鹿
市
山
鹿
987-3

電
話
 0968-43-1634

山
鹿
市
議
会
だ
よ
り
 vo
l.3
4

議会の主な動き
4日

7日
9日
10日

12日
17日
21日

9日
17日
24日

28日

1日
3日
4日
8日
9日
10日
11日
14日
15日

（火）

（金）
（日）
（月）

（水）
（月）
（金）

（水）
（木）
（木）

（月）

（火）
（木）
（金）
（火）
（水）
（木）
（金）
（月）
（火）

仕事始め式
年賀挨拶式
広報広聴委員会
山鹿市消防団出初式
山鹿市成人式
山鹿青年会議所　新年賀詞交歓会
広報広聴委員会
熊本県市町村振興協会理事会
山鹿市献穀物事業推進協議会

熊本県後期高齢者医療広域連合議会定例会
議会運営委員会
３月定例会開会質疑・委員会付託
全員協議会
広報広聴委員会
熊本県後期高齢者医療広域連合　定期監査

山清工業九州山鹿工場　安全祈願祭
３月定例会質疑・一般質問
３月定例会質疑・一般質問
建設経済常任委員会
市民福祉常任委員会
総務文教常任委員会
広報広聴委員会
議会運営委員会
３月定例会閉会
全員協議会
広報広聴委員会

編
集
後
記

1
月

2
月

3
月

　
３
月
定
例
会
、
総
額
３
０
５
億
円
の
当
初
予
算

を
可
決
し
、
令
和
４
年
度
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。
コ

ロ
ナ
流
行
か
ら
２
年
が
経
過
し
、
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ

へ
の
移
行
で
全
国
で
は
少
し
ず
つ
行
事
や
イ
ベ
ン

ト
が
開
催
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

　
そ
の
よ
う
な
中
、
３
年
ぶ
り
に
山
鹿
温
泉
祭
が

開
催
さ
れ
た
。
明
治
時
代
以
前
か
ら
受
け
継
が
れ

て
い
る
山
鹿
温
泉
祭
。
久
し
ぶ
り
に
味
わ
う
楽
し

い
行
事
に
、
子
ど
も
か
ら
ご
高
齢
の
方
ま
で
、
湯

の
街
山
鹿
が
笑
顔
に
あ
ふ
れ
て
い
た
の
が
印
象
的

だ
っ
た
。
こ
れ
ま
で
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
っ
て
様
々
な

事
が
制
限
さ
れ
て
き
た
。
温
泉
の
恵
み
に
感
謝
す

る
と
同
時
に
、
行
事
を
開
催
で
き
る
こ
と
が
ど
れ

だ
け
有
り
難
い
こ
と
か
、
身
に
染
み
て
分
か
っ
た
。

そ
し
て
、
こ
の
よ
り
良
き
ふ
る
さ
と
山
鹿
の
文
化
、

歴
史
を
守
り
、
子
や
孫
た
ち
に
し
っ
か
り
と
引
き

継
い
で
く
こ
と
こ
そ
が
、
今
を
生
き
る
私
た
ち
の

責
務
で
あ
る
と
再
認
識
し
た
と
こ
ろ
だ
。

　
そ
の
帰
り
道
、
青
空
の
も
と
に
黄
色
い
菜
の
花

が
一
面
に
広
が
っ
て
い
た
。
そ
の
光
景
に
ウ
ク
ラ

イ
ナ
情
勢
を
想
っ
た
。
今
、
こ
の
議
会
だ
よ
り
を

市
民
の
皆
様
方
が
読
ま
れ
て
い
る
時
に
は
、
過
去

の
話
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を
願
う
ば
か
り
で
あ
る
。

【人事案件】 ※敬称略
〈教育委員会委員〉
　市長から提出された「教育委員会委員の任命」
については、次のとおり同意しました。
　　山鹿市鹿央町　　　野　口　法　子
　〈城北財産区管理委員〉
　市長から提出された「城北財産区管理委員」
については、次のとおり同意しました。
　　山鹿市菊鹿町　　　井　上　幸　次
　　山鹿市菊鹿町　　　石　井　一　幸
　　山鹿市菊鹿町　　　井手上　和　樹
　　山鹿市菊鹿町　　　片　山　政　義
　　山鹿市菊鹿町　　　田　中　隆　則
　　山鹿市菊鹿町　　　矢　野　成　雄
　　山鹿市菊鹿町　　　鈴　木　直　孝

議会傍聴の感想
（令和4年3月定例会）

　
広
報
広
聴
委
員
会

　
　
　
　
　
　
永
　
田
　
壮
　
拡

平 山  恩 愛 さん　熊本学園大学3年

藤 本  悠 乃 さん　熊本県立大学2年

江 藤 奈菜子 さん　熊本県立大学2年

　市の現状や課題を聞き、政治は市民の身近
な問題なのだと気がつきました。
　様々な意見で視野が広がり、社会に出た時
に活用できると感じました。

ひらやま     あ つ み

ふじもと      は る の

え と う     な な こ

　道路整備や地域防災、高齢者介護に子育て
支援など、生活に大きく関わる問題を議論さ
れており、私たちの安心安全な暮らしの土台
に議会があることを実感しました。

　情報量の多さに驚きました。ひとつの議題
に対して関連する事項が幅広く、知識がない
と議論は進められないと感じました。またウ
クライナ情勢に関する発言もあり、世界情勢
にも目を向けようと思いました。

６月定例会　会期日程(予定）

６月６日(月)　　　　　　　開会・提案理由説明

　１３日(月)～１４日(火)　質疑・一般質問

　１６日(木)～２０日(月)　各常任委員会

　２３日(木)　　　　　　　採決・閉会


